

第４章　トヨタディーラーにおける販売戦略
　これからトヨタディーラーにおける販売戦略について説明していく。トヨタディーラーがどのように販売しているのかをこの章で述べていく。
４－１　ディーラー販売戦略
トヨタ自動車のチャネル再編によって現在の「ネッツ店」は、過剰店舗となっている。ネッツ店各社は今後、財務力の強化を目指した再編が加速すると思われる。・自動車販売は値引き競争に晒され、利益率が低下している。そのため、ディーラーは自動車販売の他に割賦販売（自動車ローン）、任意保険の加入、車検、修理などのクロスセリングを高めようとしている。・自動車購入者の25％は割賦販売を活用している。ネッツ店における割賦販売は、トヨタフィナ ンシャルサービスと提携した集金保証方式を採用している。今後、少子高齢化によって自動車販売台数が減少していくと考えられるなかで、自動車ディーラーは割賦販売を中心としたクロスセリングの度合を高めることで生き残りを目指している。
はじめに最近の金融機関の個人ローン動向を見ると、全体的に見て住宅ローンの増加には一定の成果があがっているものの、それ以外の分野のローンは伸び悩んでいるようである。こうした実態を踏まえ、自動車ローンを中心に金融機関の個人ローン戦略に関する調査を開始することにした。ただし、自動車ローン市場は、金融機関が概して苦戦しており、自動車ディーラーによる割賦販売や信販会社が少なからずシェアを確保している分野である。そこで今回より、自動車ディーラー訪問によるヒアリング内容に基づき、自動車ローンの概要と各社の自動 車ローン戦略について報告する。
トヨタのチャネル再編とネッツ店 2003 年 2 月、トヨタ自動車は将来の顧客の価値観の変化と少子・高齢化を始めとする市場の変化に対応するため、国内の新たな「商品・流通政策」を発表した。その内容は、①レクサスブランドの創設、②ネッツ店とビスタ店を融合し、新たな「ネッツ店」に再編すること、③トヨタ店、トヨペット店、カローラ店のチャネルアイデンティティの再強化と商品ラインナップの見直し、であり、ブランド戦略の強化が前面に押し出されるようになった。現在、トヨタブランドの販売店は、高級車チャネルの「トヨタ店」、ミディアム市場のリーダーチャネルの「トヨペット店」、量販チャネルの「カローラ店」とこだわりや新たな価値観を持つ顧客層を対象とした「ネッツ店」（旧ネッツ店とビスタ店）の 4 チャネルとなっている（トヨタ自動車における販売チャネルの概略については表1を参照）。今回のチャネル再編によって系列の販売会社（以下、ディーラー）数は、2005 年 4月現在、トヨタ店が50 社、トヨペット店が52 社、カローラ店が72 社であるのに対して、ネッツ店は 118 社と突出し（店舗数は約1600 店）、ネッツ店の取扱車種も「アル ファード」、「ヴォクシー」などの高額車種から「ist（イスト）」「bB（ビービー）」「Vitz（ビッツ）」などの比較的手ごろな価格帯の車種まで22車種を取り扱うことになった。
再編に伴って過剰店舗となっているネッツ店各社は今後、財務力の強化を目指した再編が加速すると思われる。このようなチャネル再編期において「付加価値の高い自動車販売」に取組んでいるディーラーがネッツA 社である。ネッツA 社のケーストヨタ系列のディーラーは地元の経営者が出資し、経営に当たっている。ただし、東京都などの都市圏では、相対的に出店コスト・ 運営コストが高いため、トヨタ自 動車が直営店で営業を行っている。 従来、ディーラーは訪問販売を主体とした営業を行い、トヨタ自動車の営業所という位置付けであった。しかし 1980 年にトヨタビ スタ店が日曜営業を開始したため、営業方 法が訪問営業から来店誘致型営業へと転換した。 現在、ネッツA 社の新車受注顧客は、新規来店顧客が21％、職員の知人・友人、既存顧客からの紹介が23％、買い替え顧客が23％という比率になっている。 このようにネッツ A 社は相対的に新規顧客の割合が多いという特色があるが、既存顧客と長期的関係を構築することも生き残る上で重要であると考えている。同社は顧客を「頻繁に利用してくれる顧客」「1 年に数回利用してくれる顧客」「1年以上利用しない顧客」の三つに分類し、「頻繁に利用してくれる顧客」に定期的な商品広告やイベントの案内状の送付、ノベルティグッズの配布などを行うことで関係性を深めようとしている。つまり、ネッツ A 社はフェイス・ トゥ・フェイスの対応を心掛けることで既存顧客を「防衛」しているといえる。
 また、同社では競合他社に既存顧客を奪われないようにするため「付加価値の高い自動車販売」も心掛けている。「付加価値の高い自動車販売」とは、自動車販売の他に割賦販売、任意保険の加入、車検、修理、下取りなどのクロスセリングを展開することである。とりわけ、自動車販売の値引き競争が激化し、1 台当たりの利益額が減少傾向にあるなかで、クロスセリングを行うことは収益の向上に繋がる。なかでも、割賦販売は手数料収入を得ることができるため、重要な収入源となっている。ネッツ A 社における割賦販売の設定金利は一般的に 6.5％であり、期間は 43～47 回、約 3 年 6 ヶ月である。割賦販売についてネッツA 社によれば、顧客の約60％が自己資金で購入し、25％が同社の割賦販売で購入するという。同社の割賦販売は、トヨタフィナンシャルサービス（TFS）と提携して集金保証方式を採用している。 図１は集金保証方式の概略図を示したものである。顧客がディーラーに割賦販売による商品購入の申し込みを行えば（①）、ディーラーは顧客に申請書に必要事項を記入してもらい、申請書をファックスでファイナンス会社に送信し、 ファイナンス会社に信用調査を依頼する（②）。 ファイナンス会社は顧客の信用調査を行い（③）、 融資が可能であると判断すれば、ディーラーに割賦販売の承認を行う（④）。TFSの審査期間は約1 日ほどであり、TFS が本人確認のため顧客に電話を行う。 ディーラーと顧客の締結した割賦契約は、ファイナンス会社が債務保証（⑤）と割賦代金の回収（⑦）を受け持つ。 そのため、ディーラーはファイナンス会社の債務保証に保証料を支払う必要がある（⑤）。納車期間は在庫があれば10 日ぐらいであるが、場合によっては2 ヶ月になることもある（⑥）。 ファイナンス会社はディーラーに代金一括払いを行わず、割賦方式によって回収した金額を振り込む（⑧）。
集金保証方式はファイナンス会社が債務保証を行っているため、ディーラーに貸倒リスクはない。ただし、ファイナンス会社はディーラーに割賦方式によって回収された金額ずつ振り込むため、ディーラーは自動車の仕入代金を含めた運転資金を別途調達しなければならない。 金利については、一般的にはディーラーが独自に決めている。そのため、トヨタネッツ店同士が競合することとなる。割賦販売を利用する顧客属性 ディーラーの割賦販売は、銀行等の自動車ローン金利と比べて割高である。ただし、 銀行等の自動車ローンは、所得証明、印鑑証明、住民票などを揃え、融資を受ける際には銀行に出向く必要があるなど利用者にとって手間がかかる。そのため、ディーラーは手続きを簡便化し、ローンシェアを高めている。 ネッツA 社で割賦販売を利用する割合の高い顧客層は30 歳以下（主にビッツ、イストなどの車種を購入）と 50 歳代（アルファードやヴォクシーなどの高額車種を購入）である。30 歳以下は所得が相対的に低いため割賦販売を利用し、50 歳代は高額車種を購入するために割賦販売を利用する。 20 歳代の女性は割賦販売の利用が高いと考えられるが、親族から借入するため利用率は伸びていない。 一方、ディーラーはクロスセリングを高める観点から自動車販売価格の値引きを条件に割賦販売を推進したり、自動車販売価格の一部を割賦販売にしてもらうように営業努力を続けている。近年、トヨタ、日産、三菱を始めとする各社は個人の自動車リース比率を高める向きもあるが、①契約が複雑なこと、②リースの手数料がかかり割高になること、③顧客に所有権が移転せず、改造などができないこと、等の理由で需要がなく、同社でも取り扱っていなかった。
今後は競争がさらに高まることも現在、各ディーラーは激烈な販売競争を繰り返しているが、将来的には少子高齢化によって自動車販売台数は減少していくだろうと危機感を募らせている。 また、自動車の買い替えサイクルが長期化していることも販売台数が減少する要因であると考えている。ネッツA 社によれば、 1980 年代後半の買い替えサイクルは 5.5 年 であったのに対して、現在は8 年に延びているという。自動車の買い替えサイクルが長期化している背景には、自動車が故障し難くなったという製品の質的な向上の他に、消費者が支出を抑制する傾向にあるということも大きな理由である。 このような市場環境のなかでネッツA 社 は、自動車販売の他に割賦販売、任意保険など複数の商品やサービスをクロスセリングすることで収益を向上し、生き残りを目指している。中古市場・リース市場ネッツA 社は中古自動車販売も行っている。同社の新車の平均販売価格は約180 万円であるのに対して、中古車のそれは約 80万円ほどである。中古車販売台数は同社における自動車販売台数の約10％である。中古車市場の大きな特色の一つは、割賦 販売を利用する顧客の割合が高くなることである。ネッツA 社では、新車の割賦販売割合が25％であるのに対して、中古車の割賦販売割合が 35％ほどとなる。
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